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親会社の異動に関するお知らせ 

 

平成 23 年３月 22 日付で、当社の親会社に異動がありましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

東芝テック株式会社（以下「東芝テック」といいます。）が平成 23 年３月 22 日付にて当社

の親会社になったことについては、平成 23 年３月 15 日付「親会社及び主要株主である筆頭

株主に関するお知らせ」により公表済でございます。本来でしたら、東芝テックの親会社で

ある株式会社東芝（以下「東芝」といいます。）が平成 23 年３月 22 日付にて当社の親会社に

なったことについても同時公表すべき所でしたが、この公表を遺漏していることが判明した

ことから、今回の公表を行うものであります。 

 

記 

 

１．異動に至った経緯 

東芝テックが平成 23 年２月 14 日より実施した当社の普通株式に対する公開買付け（以下

「本公開買付け」といいます。）が平成 23 年３月 14 日をもって終了し、本公開買付けの決

済の開始日である平成 23 年３月 22 日付で、東芝テックの当社の総株主等の議決権に対す

る所有割合が 50％を超えたことにより、新たに当社の親会社及び主要株主である筆頭株主

となりました。 

これに伴い、東芝テックの親会社である東芝は、当社の親会社に該当することとなりまし

た。 

 

 

 

 

 

 



２．株式会社 東芝の概要 

① 商 号 株式会社 東芝 

② 本 店 所 在 地 東京都港区芝浦一丁目１番１号 

③ 代表者の役職・氏名 代表執行役社長  佐々木 則夫 

④ 事 業 内 容 

①電気機械器具製造業、②計量器、医療機械器具その他機械器具

製造業、③ソフトウェア業、電気通信業、放送業、情報処理サー

ビス業、情報提供サービス業、④化学工業、金属工業、建設業、

不動産売買・賃貸借・仲介業、窯業、土石採取業、電気供給業、

金融業 

⑤ 資 本 金 の 額 439,901 百万円（平成 23 年３月 31 日現在） 

⑥ 設 立 年 月 日 1904 年（明治 37 年）６月 25 日 

⑦ 事 業 年 度 の 末 日 ３月 31 日 

⑧ 連 結 純 資 産 1,179,616 百万円（平成 23 年３月 31 日現在） 

⑨ 連 結 総 資 産 5,379,319 百万円（平成 23 年３月 31 日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口) 5.66％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口) 5.16％ 

第一生命保険㈱ 2.72％ 

日本生命保険(相) 2.60％ 

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT - TREATY CLIENTS 1.96％ 

(常任代理人 香港上海銀行東京支店)  

東芝持株会 1.86％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口 ９) 1.74％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口 ４) 1.49％ 

日本興亜損害保険㈱ 1.21％ 

⑩ 大株主及び持株比率 

（平成 23 年３月 31 日現在） 

㈱三井住友銀行 1.20％ 

⑪ 上場会社と当該会社との

関係等 

資本関係 ：東芝は東芝テックの親会社であり、東芝テックが保有する当

社の総株主等の議決権に対する所有割合 56.6％を間接保

有しております。（平成 23 年３月 31 日現在） 

人的関係 ：当社と東芝との間には、記載すべき人的関係はありません。

取引関係 ：当社から東芝へ記録紙等の販売の取引があります。  

 

３．異動年月日 

平成 23 年３月 22 日（本公開買付けの決済の開始日） 

 

 

 



４．異動前後における株式会社東芝の所有する議決権の数及び所有割合 

                      （平成 23 年３月 22 日現在） 

議決権の数（議決権所有割合） 
 属性 

直接所有分 合算対象分 計 

異動前 ― 
０個 

（0.00％） 

０個 

（0.00％） 

０個 

（0.00％） 

異動後 親会社 
０個 

（0.00％） 

33,965 個 

（56.61％） 

33,965 個 

（56.61％） 

（注１）「総株主等の議決権に対する割合」の計算においては、当社が平成 23 年２月９日に提出

した第 52 期第３四半期報告書に記載された平成 22 年 12 月 31 日現在の総株主等の議決

権の数（１単元の株式数を 100 株として記載されたもの）です。ただし、単元未満株式

も本公開買付けの対象としていたため、「買付け等後における株券等所有割合」の計算に

おいては、上記四半期報告書に記載された平成 22年 12 月 31 日現在の対象者の発行済株

式総数 6,000,000 株から、上記四半期報告書に記載された平成 22 年 12 月 31 日現在の対

象者の保有する自己株式 60 株を控除した 5,999,940 株に係る議決権の数である 59,999

個を、総株主等の議決権の数として計算しております。 

（注２）「総株主等の議決権の数に対する割合」については、小数点以下第三位を四捨五入してお

ります。 

 

５．今後の見通し 

公表すべき重要事項はございません。 

 

以上 


